
宮城県土木部「 週休 2 日工事」 実施要領（ 土木・ 建築工事等編）  
 

（ 趣旨）  

第１  建設産業において、 就業者の高齢化と 担い手不足が進行する なか、 将来にわたり 安定的に

社会資本を整備及び維持し ていく ためには、 若手技術者等の確保・ 育成が重要な課題と なっ

ており 、 対応策の一つと し て、 週休 2 日工事の推進が求めら れている。  

本要領は、 宮城県土木部が施行する週休 2 日工事の実施に当たり 必要な事項を 定めるも の

と する。  

 

（ 対象工事）  

第２  原則と し て、 宮城県土木部が発注する全ての工事を 対象と する 。 ただし 、 次の各号に該当

する工事は除く 。  

（ 1） 応急仮復旧工事など緊急の工事 

（ 2） その他、 週休 2 日工事に適さ ないと 判断さ れる工事（ 実作業期間が 7 日未満など）  

（ 3）「 港湾請負工事積算基準」 を 適用する港湾工事（ 別途定める『 宮城県土木部「 週休２ 日工事」

実施要領（ 港湾工事編）』 によるこ と ）  

 

（ 発注種別・ 区分）  

第３  週休 2 日の種別は、「 現場閉所型」 を 基本と し 、 工期や現場条件の制約等により 現場閉所を

行う こ と が困難な工事については「 交替制」 と するこ と ができ る。  

   週休 2 日の区分は「 通期の週休 2 日」 と 「 月単位の週休 2 日」、「 完全週休 2 日」 に分ける

も のと し 、 発注者は工事着手前に受注者に対し て「 通期の週休 2 日」、「 月単位の週休 2 日」、

「 完全週休 2 日」 のいずれに取り 組むか協議するこ と 。  

   なお、 発注種別・ 区分の定義は以下のと おり と する。  

（ 1） 現場閉所 

  巡回パト ロールや保守点検等、 現場管理上必要な作業を行う 場合を 除き 、 現場事務所での事 

務作業を 含めて、 1 日を 通し て現場や現場事務所が閉鎖さ れた状態。  

（ 2） 交替制 

  現場閉所を行う こ と が困難な工事について、 技術者及び技能労働者が交替し ながら 休日確保 

の取組を 行う 。  

（ 3） 通期の週休 2 日 

  対象期間全体で、 4 週 8 休相当の休日を取得し たと 認めら れる状態。  

（ 4） 月単位の週休 2 日 

  対象期間の全ての月において、 4 週 8 休相当の休日を 取得し たと 認めら れる状態。  

（ 5） 完全週休 2 日 

  対象期間の全ての週において、 2 日間以上の休日を取得し たと 認めら れる状態。  

 

【 第Ⅰ編】 現場閉所型 

 

（ 実施方法）  

第４  発注者は、 週休 2 日工事の実施に当たっ て、 別紙 1 に基づき 入札公告及び特記仕様書に、

週休 2 日工事である旨及び週休 2 日工事の種別を明示するも のと する。  

２   発注者は、 土曜日、 日曜日及び国民の祝日を 現場閉所（ 以下「 休工日」 と いう 。） と するこ

と を 前提と し た工期設定を 行う も のと する。  

３   受注者は、 週休 2 日工事の対象期間を通し て 4 週 8 休以上の休工日を 確保するも のと し 、

施工計画書の法定休日・ 所定休日の事項において当該工事が週休 2 日に取り 組む旨を 明示す

る こ と 。（ 明示方法は任意と する。）  
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４   受注者は、 建設業の働き 方改革を 推進する観点から 、 土日・ 祝日を休工日と するよう 努め

る も のと する 。  

５   週休 2 日工事の対象期間は、 現場施工に着手し た日（ 準備期間は含まない） から 現場施工 

が完了し た日（ 後片付け期間は含まない） までと する。 ただし 、 年末年始 6 日間、 夏季休暇 

3 日間、工場製作のみを 実施し ている期間、工事全体を 一時中止し ている 期間のほか、 発注者 

があら かじ め対象外と し ている内容に該当する期間、 受注者の責によら ず現場作業を 余儀な 

く さ れる期間などは含まない。 なお、 受注者の責によら ない場合と は天候の影響等を 想定し  

ている。  

６   天候等によ る現場閉所は休工日と し て認めるも のと する。  

なお、 災害時の緊急要請などによる現場作業が発生し た場合や異常気象によ る作業不稼働

日が多く 発生し た場合等については、 工期の変更や休工日、 対象期間の取り 扱いについて、

受発注者間の協議によ り 決定する も のと し 、 臨機に対応するこ と と する。  

７   受注者は、 下請企業を 含む現場の労働者等に対し て、 休工日においては、 休日又は休暇を

取得し 、 事務作業や他現場での作業を 行わないよう 指導するも のと する。  

８   受注者は、 別図 1 を 参考に工事現場に週休 2 日工事であるこ と を 記載し たＰ Ｒ 看板を 設置

するも のと する。（ 災害復旧事業は除く ）  

９   受注者が「 現場閉所型」 から 「 交替制」 への変更を 希望する場合には、 発注者に協議する

も のと し 、 発注者は対象期間に入る前に限り 、 受発注者間の協議により 変更を 認めるこ と が

でき るも のと する。  
 

（ 実施確認）  

第５  受注者は、 対象期間の開始日から 月毎に別紙 2－1 の記載例を参考と し 、 休日等の取得の実

績が確認でき る休日等取得実績書を作成し 、 発注者へ提出するも のと する。  
 

（ 積算方法）  

第６  発注者は、 当初発注時においては、 補正係数なし で積算し 、 受注者は、 工事着手前に「 通

期の週休 2 日」、「 月単位の週休 2 日」、「 完全週休 2 日」 のいずれに取り 組むか発注者に協議

するも のと する。  

   なお、 週休 2 日の達成に応じ た精算変更は行わない。  

２   発注者は、 当初積算に当たっ て、 現場環境改善費を 計上するも のと し 、 その中には、 第４

条第８ 項のＰ Ｒ 看板の設置を 含むも のと する。（ 災害復旧事業は除く ）  
 

（ 工事成績考査等）  

第７  休日等の取得状況に応じ た、 工事成績考査における加点評価は行わない。  

 

 

 

 

※【 準備期間】  

施工に先立っ て行う 、 労務、 資機材の調達、 調査、 測量、 設計照査、 現場事務所の設置

等の期間であり 、 工事の始期から 直接工事費に計上さ れている種別・ 細別について工事

着手するまでの期間を いう 。（ ただし 、 直接工事費に計上さ れている 作業から は、 照査を

行う ための作業（ 足場設置等） は除く ）  

※【 後片付け期間】  

施工終了後の自主検査、 後片付け、 清掃等の期間を いう 。  
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【 第Ⅱ編】 交替制 

 

（ 実施方法）  

第８  発注者は、 週休 2 日工事の実施に当たっ て、 別紙 1 に基づき 入札公告及び特記仕様書に、

「 週休 2 日工事」 である旨及び週休 2 日工事の種別を 明示するも のと する。  

２   受注者は、 週休 2 日工事の対象期間を 通し て、 当該工事の技術者及び技能労働者が交替し

ながら 、4 週 8 休を 確保するも のと し 、施工計画書の法定休日・ 所定休日の事項において当該

工事が週休 2 日に取り 組む旨を明示するこ と 。（ 明示方法は任意と する。）  

   また、 対象者は、 施工体制台帳上の元請及び下請負人の技術者及び技能労働者と し 、 非常

勤の者（ 作業日数の合計が７ 日未満の臨時で従事する者など） は除く 。  

３   受注者は、 建設業の働き 方改革を推進する観点から 、 土日・ 祝日を休工日と するよう 努め 

る も のと する 。  

４   週休 2 日工事の対象期間は、 現場施工に着手し た日（ 準備期間は含まない） から 現場施工 

が完了し た日（ 後片付け期間は含まない） までと する。 ただし 、 年末年始 6 日間、 夏季休暇 

3 日間、工場製作のみを 実施し ている期間、工事全体を 一時中止し ている 期間のほか、 発注者 

があら かじ め対象外と し ている内容に該当する期間、 受注者の責によら ず現場作業を 余儀な 

く さ れる期間などは含まない。 なお、 受注者の責によら ない場合と は天候の影響等を 想定し  

ている。  

５   天候等によ る休工は休日と し て認めるも のと する。  

なお、 災害時の緊急要請などによる現場作業が発生し た場合や異常気象によ る作業不稼働

日が多く 発生し た場合等については、 工期の変更や休工日、 対象期間の取り 扱いについて、

受発注者間の協議によ り 決定する も のと し 、 臨機に対応するこ と と する。  

６   受注者は、 下請企業を 含む現場の労働者等に対し て、 休日においては、 事務作業や他現場

での作業を行わないよ う 指導する も のと する。  

７   受注者は、 別図 1 を 参考に工事現場に週休 2 日工事であるこ と を 記載し たＰ Ｒ 看板を 設置

するも のと する。（ 災害復旧事業は除く ）  
 

（ 実施確認）  

第９  受注者は、 対象期間の開始日から 月毎に別紙 2－2 の記載例及び別紙 3 を参考と し 、 休日等

の取得の実績が確認でき る実績表及び休日等取得実績書を 作成し 、 発注者へ提出するも のと

する。  
 

（ 積算方法）  

第10 発注者は、 当初発注時においては、 補正係数なし で積算し 、 受注者は、 工事着手前に「 通期

の週休 2 日」、「 月単位の週休 2 日」、「 完全週休 2 日」 のいずれに取り 組むか発注者に協議す

る も のと する 。  

   なお、 週休 2 日の達成に応じ た精算変更は行わない。  

２   発注者は、 当初積算に当たっ て、 現場環境改善費を 計上する も のと し 、 その中には、 第８  

条第７ 項のＰ Ｒ 看板の設置を 含むも のと する。（ 災害復旧事業は除く ）  
 

（ 工事成績考査等）  

第11 休日等の取得状況に応じ た、 工事成績考査における加点評価は行わない。  
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※【 準備期間】  

施工に先立っ て行う 、 労務、 資機材の調達、 調査、 測量、 設計照査、 現場事務所の設置

等の期間であり 、 工事の始期から 直接工事費に計上さ れている種別・ 細別について工事

着手するまでの期間を いう 。（ ただし 、 直接工事費に計上さ れている 作業から は、 照査を

行う ための作業（ 足場設置等） は除く ）  

※【 後片付け期間】  

施工終了後の自主検査、 後片付け、 清掃等の期間を いう 。  
 
 
 
 
 
 

  こ の要領は、 平成29年６ 月１ 日から 施行する。  

  こ の要領は、 平成30年５ 月21日から 施行する。  

  こ の要領は、 令和２ 年６ 月15日から 施行し 、 令和２ 年６ 月15日以降に入札公告する工事から  

適用する。 ただし 、 令和２ 年６ 月14日までに入札公告し た工事については、 従前の実施要領に 

よる。  

  こ の要領は、 令和２ 年10月１ 日から 施行し 、 令和２ 年11月１ 日以降に入札公告する工事から  

適用する。 ただし 、 令和２ 年10月31日までに入札公告し た工事については、 従前の実施要領に 

よる。  

  こ の要領は、 令和４ 年５ 月18日から 施行する。  

  こ の要領は、 令和５ 年４ 月１ 日から 施行する。  

  こ の要領は、 令和６ 年４ 月１ 日から 施行し 、 令和６ 年４ 月１ 日以降に入札公告する工事から  

適用する。 ただし 、 令和６ 年３ 月31日までに入札公告し た工事については、 従前の実施要領に 

よる。  

  こ の要領は、 令和６ 年10月１ 日から 施行し 、 令和６ 年11月１ 日以降に入札公告する工事から  

適用する。 ただし 、 令和６ 年10月31日までに入札公告し た工事については、 従前の実施要領に 

よる。  

  こ の要領は、 令和７ 年10月１ 日から 施行し 、 令和７ 年11月１ 日以降に入札公告する工事から  

適用する。 ただし 、 令和７ 年10月31日までに入札公告し た工事については、 従前の実施要領に

よる。  

  こ の要領は、 令和８ 年３ 月19日から 施行し 、 令和８ 年４ 月１ 日以降に入札公告する工事から

適用する。 ただし 、 令和８ 年３ 月31日までに入札公告し た工事については、 従前の実施要領に

よる。  

  こ の要領は、 令和８ 年10月１ 日から 施行し 、 令和８ 年11月１ 日以降に入札公告する工事から  

適用する。 ただし 、 令和８ 年10月31日までに入札公告し た工事については、 従前の実施要領に

よる。  
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宮城県土木部「 週休 2 日工事」 実施要領（ 港湾工事編）  

 

（ 趣旨）  

第１  建設産業において、 就業者の高齢化と 担い手不足が進行する なか、 将来にわたり 安定的に

社会資本を整備及び維持し ていく ためには、 若手技術者等の確保・ 育成が重要な課題と なっ

ており 、 対応策の一つと し て、 週休 2 日工事の推進が求めら れている。  

本要領は、 宮城県土木部が施行する週休 2 日工事（ 港湾工事に限る） の実施に当たり 必要

な事項を 定めるも のと する。  

 

（ 対象工事）  

第２  原則と し て、 宮城県土木部が発注する全ての工事を 対象と する 。 ただし 、 次の各号に該当

する工事は除く 。  

（ 1） 応急仮復旧工事など緊急の工事 

（ 2） その他、 週休 2 日工事に適さ ないと 判断さ れる工事（ 実作業期間が 7 日未満など）  

 

（ 発注種別・ 区分）  

第３  週休 2 日の種別は、「 現場閉所型」 を 基本と し 、 工期や現場条件の制約等により 現場閉所を

行う こ と が困難な工事については「 交替制」 と するこ と ができ る。  

   週休 2 日の区分は「 通期の週休 2 日」 と 「 月単位の週休 2 日」、「 完全週休 2 日」 に分ける

も のと し 、 発注者は工事着手前に受注者に対し て「 通期の週休 2 日」、「 月単位の週休 2 日」、

「 完全週休 2 日」 のいずれに取り 組むか協議するこ と 。  

   なお、 発注種別・ 区分の定義は以下のと おり と する。  

（ 1） 現場閉所 

  巡回パト ロールや保守点検等、 現場管理上必要な作業を行う 場合を 除き 、 現場事務所での事 

務作業を 含めて、 1 日を 通し て現場や現場事務所が閉鎖さ れた状態。  

（ 2） 交替制 

  現場閉所を行う こ と が困難な工事について、 技術者及び技能労働者が交替し ながら 休日確保 

の取組を 行う 。  

（ 3） 通期の週休 2 日 

  対象期間全体で、 4 週 8 休相当の休日を取得し たと 認めら れる状態。  

（ 4） 月単位の週休 2 日 

  対象期間の全ての月において、 4 週 8 休相当の休日を 取得し たと 認めら れる状態。  

（ 5） 完全週休 2 日 

  対象期間の全ての週において、 2 日間以上の休日を取得し たと 認めら れる状態。  

 

 

【 第Ⅰ編】 現場閉所型 

 

（ 実施方法）  

第４  発注者は、 週休 2 日工事の実施に当たっ て、 別紙 1 に基づき 入札公告及び特記仕様書に、

週休 2 日工事である旨及び週休 2 日工事の種別を明示するも のと する。  

２   発注者は、 土曜日、 日曜日及び国民の祝日を 現場閉所（ 以下「 休工日」 と いう 。） と するこ

と を 前提と し た工期設定を 行う も のと する。  

３   受注者は、 週休 2 日工事の対象期間を通し て 4 週 8 休以上の休工日を 確保するも のと し 、

施工計画書の法定休日・ 所定休日の事項において当該工事が週休 2 日に取り 組む旨を 明示す

る こ と 。（ 明示方法は任意と する。）  
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４   受注者は、 建設業の働き 方改革を 推進する観点から 、 土日・ 祝日を休工日と するよう 努め

る も のと する 。  

５   週休 2 日工事の対象期間は、 現場施工に着手し た日（ 準備期間は含まない） から 現場施工 

が完了し た日（ 後片付け期間は含まない） までと する。 ただし 、 年末年始 6 日間、 夏季休暇 

3 日間、工場製作のみを 実施し ている期間、工事全体を 一時中止し ている 期間のほか、 発注者 

があら かじ め対象外と し ている内容に該当する期間、 受注者の責によら ず現場作業を 余儀な 

く さ れる期間などは含まない。 なお、 受注者の責によら ない場合と は天候の影響等を 想定し  

ている。  

６   天候等によ る現場閉所は休工日と し て認めるも のと する。  

なお、 災害時の緊急要請などによる現場作業が発生し た場合や異常気象によ る作業不稼働

日が多く 発生し た場合等については、 工期の変更や休工日、 対象期間の取り 扱いについて、

受発注者間の協議によ り 決定する も のと し 、 臨機に対応するこ と と する。  

７   受注者は、 下請企業を 含む現場の労働者等に対し て、 休工日においては、 休日又は休暇を

取得し 、 事務作業や他現場での作業を 行わないよう 指導するも のと する。  

８   受注者は、 別図 1 を 参考に工事現場に週休 2 日工事であるこ と を 記載し たＰ Ｒ 看板を 設置

するも のと する。（ 災害復旧事業は除く ）  

９   受注者が「 現場閉所型」 から 「 交替制」 への変更を 希望する場合には、 発注者に協議する

も のと し 、 発注者は対象期間に入る前に限り 、 受発注者間の協議により 変更を 認めるこ と が

でき るも のと する。  

 

（ 実施確認）  

第５  受注者は、 対象期間の開始日から 月毎に別紙 2－1 の記載例を参考と し 、 休日等の取得の実

績が確認でき る休日等取得実績書を作成し 、 発注者へ提出するも のと する。  

 

（ 積算方法）  

第６  発注者は、 当初発注時においては、 補正係数なし で積算し 、 受注者は、 工事着手前に「 通

期の週休 2 日」、「 月単位の週休 2 日」、「 完全週休 2 日」 のいずれに取り 組むか発注者に協議

するも のと する。 受注者が、 協議に基づき 、「 月単位の週休 2 日」 又は「 完全週休 2 日」 に取

り 組み、 達成し た場合は、 精算変更時に、 別紙 3 に基づき 、 補正係数を 各経費に乗じ て変更

するも のと する。  

２   発注者は、 当初積算に当たっ て、 現場環境改善費を 計上するも のと し 、 その中には、 第４

条第８ 項のＰ Ｒ 看板の設置を 含むも のと する。（ 災害復旧事業は除く ）  

 

（ 工事成績考査等）  

第７  休日等の取得状況に応じ た、 工事成績考査における加点評価は行わない。  

 

 

 

 

※【 準備期間】  

施工に先立っ て行う 、 労務、 資機材の調達、 調査、 測量、 設計照査、 現場事務所の設置

等の期間であり 、 工事の始期から 直接工事費に計上さ れている種別・ 細別について工事

着手するまでの期間を いう 。（ ただし 、 直接工事費に計上さ れている 作業から は、 照査を

行う ための作業（ 足場設置等） は除く ）  

※【 後片付け期間】  

施工終了後の自主検査、 後片付け、 清掃等の期間を いう 。  
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【 第Ⅱ編】 交替制 

 

（ 実施方法）  

第８  発注者は、 週休 2 日工事の実施に当たっ て、 別紙 1 に基づき 入札公告及び特記仕様書に、

「 週休 2 日工事」 である旨及び週休 2 日工事の種別を 明示するも のと する。  

２   受注者は、 週休 2 日工事の対象期間を 通し て、 当該工事の技術者及び技能労働者が交替し

ながら 、4 週 8 休を 確保するも のと し 、施工計画書の法定休日・ 所定休日の事項において当該

工事が週休 2 日に取り 組む旨を明示するこ と 。（ 明示方法は任意と する。）  

   また、 対象者は、 施工体制台帳上の元請及び下請負人の技術者及び技能労働者と し 、 非常

勤の者（ 作業日数の合計が７ 日未満の臨時で従事する者など） は除く 。  

３   受注者は、 建設業の働き 方改革を推進する観点から 、 土日・ 祝日を休工日と するよう 努め 

る も のと する 。  

４   週休 2 日工事の対象期間は、 現場施工に着手し た日（ 準備期間は含まない） から 現場施工 

が完了し た日（ 後片付け期間は含まない） までと する。 ただし 、 年末年始 6 日間、 夏季休暇 

3 日間、工場製作のみを 実施し ている期間、工事全体を 一時中止し ている 期間のほか、 発注者 

があら かじ め対象外と し ている内容に該当する期間、 受注者の責によら ず現場作業を 余儀な 

く さ れる期間などは含まない。 なお、 受注者の責によら ない場合と は天候の影響等を 想定し  

ている。  

５   天候等によ る休工は休日と し て認めるも のと する。  

なお、 災害時の緊急要請などによる現場作業が発生し た場合や異常気象によ る作業不稼働

日が多く 発生し た場合等については、 工期の変更や休工日、 対象期間の取り 扱いについて、

受発注者間の協議によ り 決定する も のと し 、 臨機に対応するこ と と する。  

６   受注者は、 下請企業を 含む現場の労働者等に対し て、 休日においては、 事務作業や他現場

での作業を行わないよ う 指導する も のと する。  

７   受注者は、 別図 1 を 参考に工事現場に週休 2 日工事であるこ と を 記載し たＰ Ｒ 看板を 設置

するも のと する。（ 災害復旧事業は除く ）  

 

（ 実施確認）  

第９  受注者は、 対象期間の開始日から 月毎に別紙 2－2 の記載例及び別紙 3 を参考と し 、 休日等

の取得の実績が確認でき る実績表及び休日等取得実績書を 作成し 、 発注者へ提出するも のと

する。  

 

（ 積算方法）  

第10 発注者は、 当初発注時においては、 補正係数なし で積算し 、 受注者は、 工事着手前に「 通期

の週休 2 日」、「 月単位の週休 2 日」、「 完全週休 2 日」 のいずれに取り 組むか発注者に協議す

る も のと する 。 受注者が、 協議に基づき 、「 月単位の週休 2 日」 又は「 完全週休 2 日」 に取り

組み、 達成し た場合は、 精算変更時に、 別紙 3 に基づき 、 補正係数を各経費に乗じ て変更す

る も のと する 。  

２   発注者は、 当初積算に当たっ て、 現場環境改善費を 計上する も のと し 、 その中には、 第８  

条第７ 項のＰ Ｒ 看板の設置を 含むも のと する。（ 災害復旧事業は除く ）  

 

（ 工事成績考査等）  

第11 休日等の取得状況に応じ た、 工事成績考査における加点評価は行わない。  
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※【 準備期間】  

施工に先立っ て行う 、 労務、 資機材の調達、 調査、 測量、 設計照査、 現場事務所の設置

等の期間であり 、 工事の始期から 直接工事費に計上さ れている種別・ 細別について工事

着手するまでの期間を いう 。（ ただし 、 直接工事費に計上さ れている 作業から は、 照査を

行う ための作業（ 足場設置等） は除く ）  

※【 後片付け期間】  

施工終了後の自主検査、 後片付け、 清掃等の期間を いう 。  

 

 

 

 

 

 

  こ の要領は、 令和８ 年10月１ 日から 施行し 、 令和８ 年11月１ 日以降に入札公告する工事から  

適用する。  

-8-



別紙１  

入札公告及び特記仕様書への「 週休２ 日工事」 である旨の明示 

 

１ ． 入札公告への明示 

週休２ 日工事は、 入札公告に以下のと おり 記載するも のと する。  

 

 

 

 

 

 

 

２ ． 特記仕様書（ 施工条件明示書） への明示 

週休２ 日工事は、 特記仕様書（ 施工条件明示書） 及び入札公告への明示と 整合を 図り 、 齟齬

の無いよう に留意するこ と 。  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（ ３ ） 週休 2 日工事の区分 

○港湾工事以外の場合 

『 宮城県土木部「 週休 2 日工事」 実施要領（ 土木・ 建築工事等編）』 を 適用する。  

１ ． 当初発注においては、 補正係数なし で積算し ている。  

２ ． 工事着手前に「 通期の週休 2 日」、「 月単位の週休 2 日」、「 完全週休 2 日」 のいずれに 

取り 組むか受発注者間で協議の上、 週休 2 日の区分を 決定する。  

３ ． 週休 2 日の達成状況に応じ た補正は行わない。  

○港湾工事の場合 

『 宮城県土木部「 週休 2 日工事」 実施要領（ 港湾工事編）』 を 適用する。  

１ ． 当初発注においては、 補正係数なし で積算し ている。  

２ ． 工事着手前に「 通期の週休 2 日」、「 月単位の週休 2 日」、「 完全週休 2 日」 のいずれに 

取り 組むか受発注者間で協議の上、 週休 2 日の区分を 決定する。  

３ ． 協議によ り 、「 月単位の週休 2 日」 又は「 完全週休 2 日」 に取り 組み、 達成し た場合は、

精算変更時に「 4 週 8 休」 の補正係数に変更する。  

入札公告 

 

○○． その他 

（ ○） 本工事は， 週休２ 日工事【 現場閉所型・ 交替制】 の対象である。  

↑ どちら かを 選択するこ と  
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1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12 13 14 15 16 17 18 19 20 21 22 23 24 25 26 27 28 29 30

日 月 火 水 木 金 土 日 月 火 水 木 金 土 日 月 火 水 木 金 土 日 月 火 水 木 金 土 日 月

○ ○ ○ ○ ○ ○ ■ ■ ○ ○ ○ ○ ■ ■ ■ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ■ ○ ○ ○ ○ ■ ■ ■ ○ 9日 21日

○○月現場閉所率

対象期間①： 30日

休工日②： 9日

現場閉所率 ②/①

＝ 30.0%

累計現場閉所率

対象期間①： 61日

休工日②： 20日

現場閉所率 ②/①

＝ 32.7%

＜週単位の現場閉所状況＞※完全週休２日に取り組む場合に記入

休日等取得実績書（現場閉所型）
工 事 番 号 ： R８年度○○ー○○号

別紙２－１
工 事 名 ： ○○○○工事

＜凡例＞■：休工日、○：作業日

集計

工
程

現場事務所の設置，
資機材の搬入

休工
日数
■

作業
日数
○

構造物撤去工

仮設工 土留・仮締切工

橋脚基礎工 鋼管矢板基礎

橋脚本体工 本体コンクリート

後片付け

令和〇年〇月〇日～令和〇年〇月〇日

休日取得実績

降
雨

に
よ

る

休
工

（備考）
　降雨や降雪、猛暑日のほか、現場条件（関係機関との協
議、関連工事との調整など）による作業不稼働日が著しく発
生した場合は、工期変更を検討のうえ、これによりがたい場
合（非出水期施工、関連工事との調整など）は、非対象期間
の設定や休工日の振替（完全週休２日の場合は翌週、月単
位の週休２日の場合は翌月までの振替に努めること）など、
受発注者間の協議により、臨機に対応する。

前

月

○

○

日

の

降

雨

に

よ

る

休

工

の

振

替

作

業

１
３

日

の
振

替
作

業

降

雨

に

よ

る

休

工
（

翌

月

に

振

替

予

定
）

※現場条件等の制約により、受注者の責によらず、翌週に振替作業が必要
　な場合は、受発注者間の協議により、２週間単位で現場閉所率を確認。

○月30日～□月□日(7日間)

各週現場閉所率 現場閉所率＝２／７(28.5％)
※前月の休日等取得実績報告も確認

現場閉所率＝２／７(28.5％)
現場閉所率＝３／７(42.8％) 現場閉所率＝１／７(14.2％)

現場閉所率＝３／７(42.8％)
現場閉所率は、翌月の休日等
取得実績報告書により確認現場閉所率＝４／１４(28.5％)

対象期間 △月△△日～○月１日(7日間) ○月2日～8日(7日間) ○月9日～15日(7日間) ○月16日～22日(7日間) ○月23日～29日(7日間)
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1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12 13 14 15 16 17 18 19 20 21 22 23 24 25 26 27 28 29 30

日 月 火 水 木 金 土 日 月 火 水 木 金 土 日 月 火 水 木 金 土 日 月 火 水 木 金 土 日 月

現場代理人 ■ ○ ○ ○ ○ ○ ■ ■ ○ ○ ○ ○ ○ ■ ■ ○ ○ ○ ○ ○ ■ ■ ○ ○ ○ ○ ○ ■ ■ ○ 9日 21日 30.0% 20日 41日 32.7%

監理技術者 ■ ○ ○ ○ ○ ○ ■ ■ ○ ○ ○ ○ ○ ■ ■ ○ ○ ○ ○ ○ ■ ■ ○ ○ ○ ○ ○ ■ ■ ○ 9日 21日 30.0% 20日 41日 32.7%

○○技術者 ■ ○ ○ ○ ○ ○ ■ ■ ○ ○ ○ ○ ○ ■ ■ ○ ○ ○ ○ ○ ■ ■ ○ ○ ○ ○ ○ ■ ■ ○ 9日 21日 30.0% 20日 41日 32.7%

一次　下請 ■ ○ ○ ○ ○ ○ ■ ■ ○ ○ ○ ○ ○ ■ ■ ○ ○ ○ ■ ■ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ■ ■ ○ 9日 21日 30.0% 20日 41日 32.7%

一次　下請 ■ ○ ○ ○ ○ ○ ■ ■ ○ ○ ○ ○ ○ ■ ■ ○ ○ ○ ■ ■ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ■ ■ ○ 9日 21日 30.0% 20日 41日 32.7%

二次　下請 ■ ○ ○ ○ ○ ○ ■ ■ ○ ○ ○ ○ ○ ■ ■ 5日 10日 30.0% 16日 30日 34.7%

二次　下請 ○ ○ ○ ○

C建設(株) 二次　下請 ○ ○ ○ ○ ○ ■ ■ ○ ○ ○ ○ ○ ■ ■ 4日 10日 28.5% 4日 10日 28.5%

＜週単位の休日取得状況＞※完全週休２日に取り組む場合に記入

休日等取得実績書（交替制）
工 事 番 号 ： R８年度○○ー○○号

別紙２－２
工 事 名 ： ○○○○工事

＜凡例＞■：休工日、○：作業日

令和〇年〇月〇日～令和〇年〇月〇日 ○月集計 累計集計

工
程

現場事務所の設置，資
機材の搬入

休工
日数
■

作業
日数
○

休日率
(％)

休工
日数
■

後片付け

作業
日数
○

休日率
(％)

構造物撤去工

仮設工 土留・仮締切工

橋脚基礎工 鋼管矢板基礎

橋脚本体工 本体コンクリート

元
請

○○建設

宮城　一郎

○○　○○

○○　○○

下
請

Ａ建設(株)
○○　○○

○○　○○

B建設(株)
○○　○○

○○　○○ 非常勤のため対象外

○○　○○

備考
○月の
休日率

→
29.8%

通期の
休日率

→
32.4%

対象期間 △月△△日～○月１日(7日間) ○月2日～8日(7日間) ○月9日～15日(7日間) ○月16日～22日(7日間) ○月23日～29日(7日間)

〇

〇

作

業

〇

〇

作

業

○月30日～□月□日(7日間)
○○建設　宮城 一朗 休日率＝２／７(28.5％) 休日率＝２／７(28.5％) 休日率＝２／７(28.5％) 休日率＝２／７(28.5％) 休日率＝２／７(28.5％)

休日率は、翌月の休日等
取得実績報告書により確認

○○建設　○○ ○○
休日率＝２／７(28.5％)

Ａ建設(株)　○○ ○○ 休日率＝２／７(28.5％) 休日率＝２／７(28.5％) 休日率＝２／７(28.5％) 休日率＝２／７(28.5％) 休日率＝２／７(28.5％)

休日率＝２／７(28.5％) 休日率＝２／７(28.5％) 休日率＝２／７(28.5％) 休日率＝２／７(28.5％) 休日率＝２／７(28.5％)
○○建設　○○ ○○ 休日率＝２／７(28.5％) 休日率＝２／７(28.5％) 休日率＝２／７(28.5％) 休日率＝２／７(28.5％)

B建設(株)　○○ ○○ 休日率＝２／７(28.5％) 休日率＝２／７(28.5％) 休日率＝２／７(28.5％) － －
Ａ建設(株)　○○ ○○ 休日率＝２／７(28.5％) 休日率＝２／７(28.5％) 休日率＝２／７(28.5％) 休日率＝２／７(28.5％) 休日率＝２／７(28.5％)

※前月の休日等取得実績報告も確認

各週休日率 平均休日率＝28.5％ 平均休日率＝28.5％ 平均休日率＝28.5％ 平均休日率＝28.5％ 平均休日率＝28.5％
C建設(株)　○○ ○○ － － － 休日率＝２／７(28.5％) 休日率＝２／７(28.5％)
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別紙３  

週休２日工事の経費補正及び４週８休の考え方について 

 

１ ． 経費の補正方法 

   港湾工事に限り 、 週休２ 日工事において、 対象期間中の現場の閉所状況に応じ て、  

以下のと おり 、 それぞれの経費に補正係数を乗じ るも のと する。  

 

 

 

 

 

                                           

２ ． ４ 週８ 休の考え方 

    週休２ 日工事において、 ４ 週８ 休の考え方はそれぞれ以下のと おり と する。  

（ １ ） 現場閉所型の場合 

     完全週休２ 日（ 土日） と は、 対象期間の全ての週において、 土日に現場閉所さ れ 

ている状態を いう 。受注者の責によら ず土日に施工を 行わざるを得ない場合は、監 

督職員と 事前に協議し た上で、 土日に代わる現場閉所日を 指定するも のと する。  

 なお、土日に加えて、受注者自ら が土日以外にも 現場閉所するこ と は可能と する 

ほか、受注者の責によら ず土日に施工を行わざるを 得ない場合は、土日に代わる現 

場閉所日を指定するも のと する。  

 また、 夜間工事は曜日を 跨ぐ ため、 週７ 回の夜間のう ち、 土曜日から 日曜日へ跨 

ぐ 夜間、 日曜日から 月曜日へ跨ぐ 夜間で現場閉所が行っ ていれば、 完全週休２ 日 

（ 土日） を達成し ていると 見なす。  

     月単位の週休２ 日と は、 対象期間内の全ての月毎に現場閉所日数の割合（ 以下 

「 現場閉所率」 と いう 。） が、 28. 5%（ ８ 日／28 日） 以上の水準の状態を いう 。  

ただし 、 暦上の土日の閉所では 28. 5%に満たない月は、 その月の土日の合計日数以 

上に閉所を行っ ている場合に、 ４ 週８ 休以上を 達成し ているも のと みなす。  

     通期の週休２ 日と は、 対象期間内の現場閉所率が、 28. 5%（ ８ 日／28 日） 以上の 

水準の状態を いう 。  

 

    現場閉所率＝休工日数/対象期間日数 

     ※休工日は現場閉所と し 、 現場閉所と は巡回パト ロ ールや保守点検等、 現場管理上

必要な作業を 行う 場合を 除き 、 現場事務所での事務作業を 含めて 1 日を 通し て現

場や現場事務所を 閉所する も のと する 。  

     ※対象期間は現場施工に着手し た日（ 準備期間は含まない） から 現場施工が完了し た

日（ 後片付け期間は含まない） までと する 。 ただし 、 年末年始６ 日間、 夏季休暇３

日間、工場製作のみを 実施し ている 期間、工事全体を 一時中止し ている期間のほか、

発注者があら かじ め対象外と し ている 内容に該当する 期間、 受注者の責によ ら ず

現場作業を 余儀なく さ れる 期間などは含まない。なお、受注者の責によ ら ない場合

と は天候の影響等を 想定し ている。  

     ※降雨や降雪、猛暑日のほか、現場条件（ 関係機関と の協議、関連工事と の調整など）

によ る作業不稼働日が著し く 発生し た場合は、工期変更を 検討のう え、こ れによ り

がたい場合（ 非出水期施工、 関連工事と の調整など） は、 非対象期間の設定や休工

日の振替（ 完全週休２ 日の場合は翌週、月単位の週休２ 日の場合は翌月までの振替

に努める こ と ） など、 受発注者間の協議によ り 、 臨機に対応する。  
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   （ ２ ） 交替制の場合 

     完全週休２ 日交替制と は、 対象期間内の全ての週で、 対象者ごと に、 休日日数の 

割合（ 以下、 休日率と いう ） を 算出し 、 全対象者の休日率を平均化し た値が 28. 5 

（ ２ 日／７ 日） 以上の場合と する。  

  また、 夜間工事は曜日を 跨ぐ ため、 週７ 回の夜間のう ち、 週２ 回の夜間で休みを 

取得し ていれば、 完全週休２ 日を 達成し ていると みなす。  

      月単位の週休２ 日交代制と は対象期間の全ての月で、対象者ごと に、休日率を算

出し 、 全対象者の休日率を 平均化し た値が 28. 5％（ ８ 日/28 日） 以上の場合と す

る。  

      通期の週休２ 日交代制と は、対象者ごと に、対象期間内の休日率を算出し 、全対

象者の休日率を 平均化し た値が 28. 5％（ ８ 日/28 日） 以上の場合と する。  

 

      対象者毎の休日率＝休日日数/対象期間日数 

      工事の休日率＝全対象者毎の休日率の平均 

 

 

 

 

 

 

 

 

（ 表中の工期日数は対象期間日数と 置き 換えるも のと する 。）  

 

     なお、非常勤（ 臨時）以外で短期作業期間が偏在する作業形態の作業員については、 

短期作業期間のみを合計し た期間を 集計期間と し 、 短期作業期間と 短期作業期間の 

間の作業のない中抜け期間は休日日数を算出する際の休日日数及び工期日数の対象 

と し ない。 短期作業期間の定義は、 作業日が７ 日以上ある場合と し 、 作業日が 7 日 

未満の場合は週休 2 日が成立し ないこ と から 、 その期間は休日日数及び工期日数の 

対象と し ない。  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（ 表中の工期日数は対象期間日数と 置き 換えるも のと する 。）  
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別図１  

 

Ｐ Ｒ 看板参考図 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

週休２ 日工事 

 

こ の工事は、 建設産業の就労環境の改善

に取り 組むため、 週休２ 日工事を 実施す

る工事です。  

 

 

発注者： ○○土木事務所 

受注者： ○○建設（ 株）  

1. 0ｍ以上 

※受注者は、 工事現場の見やすい位置にＰ Ｒ  

看板を設置するも のと する。  

1
.
0
ｍ

以
上
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